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■市民一人あたり市債残高の比較（H27:決算額、普通会計）
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　普通会計ベースの市債残高※は、政令指定都市の中でも高い水準にあり、市民一人あたりに換算すると
5番目に多くなっています。

　市の市債残高※は、平成4年には1兆5,000億円程度でしたが、
次第に増加し、最大時の平成16年度末には2兆5,000億円以上
になりました。
　その後、毎年、新たに発行する市債の額を抑制することなどにより、市債の残高※は減ってきており、
平成29年度末には2兆2,000億円程度になる見込みです。

臨時財政対策債
地方交付税の代わりとして地方が
発行する市債です。その償還財源
は全額国から地方交付税で措置さ
れます。

（全会計　～H26：決算額　H28：最終予算額　H29：当初予算額）
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59
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消防

217172

特例債を除き、下水道や道路など、将来世代の市民も使う公共施設をつくるために使用。
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■財政調整用基金残高の推移（～H27：決算額　H28：決算見込額　H29：当初予算額）

5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
H20 H29

61.2%

H28H27H26H25H24H23H22H21

4,494

307
252

307

2,6902,690

457457

404404
202202
3,7533,753

2,6312,631

425425

415415
305305

3,7763,776

2,7402,740

468468

395395
130130
3,7333,733

2,751

　平成29年度は、県費負担教職員に係る権限移譲に伴い、地方交付税、臨時財政対策債、県
民税所得割臨時交付金等が増加するため、一般財源全体も増加していますが、今後は大幅な
伸びは期待できません。

　国の三位一体改革に伴う歳入の大幅減等により、H16年度には100 

億円を割り込みました。しかし、近年は、財源に余裕がある場合や決

算の剰余金が発生した場合に積み立てを行い、残高は250億円台にま

で回復しています。

一般財源は増加。 　県費負担教職員に係る権限移譲に伴う人件費の増加に加え、
福祉や医療などの固定的な経費が増加し、新しい事業への投資
に使えるお金が少なくなってきています。

教職員に係る人件費の増加により、義務的経費の
占める割合が高まり、財政が硬直化。

○市債残高（借金）は確実に減少しつづけていますが、他の政令市と比較して依然とし
て高い水準にあります。

○自由に使うことのできる一般財源は、県費負担教職員に係る権限移譲に伴う影響によ
り増となっていますが、教職員に係る人件費が大幅に増加するとともに、扶助費など
の義務的経費が年々増加傾向にあります。福岡市の財政は依然として楽観できる状況
にはありませんが、将来の世代に過大な負担を残さないためにも、健全な財政運営の
取組みを着実に進めていく必要があります。

福岡市の財政状況の特徴は、

財政調整用基金（貯金）の残高は、現在300億円台で推移。
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■経常的経費に要する一般財源の見通し（試算）～現行制度等を前提とした姿～
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経
常
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●財政の現状と見通しは？
●将来にわたり持続可能な財政運営に向けた取組みの方向性は？

○ 老年人口（65歳以上）が増加し、生産年齢人口の割合が低下
　 特に、75歳以上（後期高齢者）は10年間で1.5倍に
○ 保育所等入所児童、生活保護世帯、障がいのある方が引き続き増加していく見込み
○ 昭和40～50年代に整備した公共施設等の老朽化の進行

○本市財政の見通しを踏まえ、市民生活に必要な行政サービスを安定的に供給しつつ、
重要施策の推進や新たな課題に対応するために必要な財源を確保できるよう、政策
推進プランに基づき投資の選択と集中を図るとともに、歳入の積極的な確保や行政
運営の効率化、既存事業の組替えなどの不断の改善に取り組みます。

○また，中長期的に、「生活の質の向上」と「都市の成長」のために必要な施策事業の
推進により税源の涵養を図りつつ、超高齢社会に対応する持続可能な仕組みづくり
やアセットマネジメントの推進、市債残高の縮減に向けた市債発行の抑制などによ
り、将来にわたり持続可能な財政運営に取り組みます。

＜主な社会情勢の変化＞

○ 伸び続ける社会保障関係費
・医療や介護保険への公費負担の増加
・福祉サービスに必要な公費負担の増加（生活保護、児童福祉、障がい福祉等）

○ 公共施設等の改修・修繕等に係る経費の増加
○ 高止まりを続ける公債費
○ 大幅な伸びが期待できない一般財源

※一般財源：市税収入など、使途が特定されておらず、市の裁量で使用することができる財源

＜本市財政の見通し＞

①収入・収納率の向上等
②市有財産の有効活用等による税外収入の確保

取組1 歳入の積極的な確保

①人件費の抑制
②企業会計・特別会計における見直し
③外郭団体等の見直し

取組2 行政運営の効率化

①ガイドラインに沿った補助金の適切な運用
②国・県との財政負担の適正化
③規制緩和による民間活力の誘導

取組3 役割分担、関与の見直し

①施設の維持管理コストの縮減
②公共施設等の老朽化への適切な対応
③施設の必要性・あり方の見直し

取組5 公共施設等の見直し

①長期的な市債残高の縮減に向けた発行抑制

取組6 市債発行の抑制、市債残高の縮減

①個人給付政策の再構築
②受益者負担のあり方の検討

取組4 行政サービスのあり方の転換

※今後の財政運営の指針となる『財政運営プラン』を策定中であり、内容は以下のとおりです。

（基本的な方針）

（主な取組み）

将来にわたり持続可能な財政運営を目指した
取組みを進めていく必要がある

本市財政は、依然として楽観できる状況にない
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・医療や介護保険への公費負担の増加
・福祉サービスに必要な公費負担の増加（生活保護、児童福祉、障がい福祉等）

○ 公共施設等の改修・修繕等に係る経費の増加
○ 高止まりを続ける公債費
○ 大幅な伸びが期待できない一般財源

※一般財源：市税収入など、使途が特定されておらず、市の裁量で使用することができる財源

＜本市財政の見通し＞

①収入・収納率の向上等
②市有財産の有効活用等による税外収入の確保

取組1 歳入の積極的な確保

①人件費の抑制
②企業会計・特別会計における見直し
③外郭団体等の見直し

取組2 行政運営の効率化

①ガイドラインに沿った補助金の適切な運用
②国・県との財政負担の適正化
③規制緩和による民間活力の誘導

取組3 役割分担、関与の見直し

①施設の維持管理コストの縮減
②公共施設等の老朽化への適切な対応
③施設の必要性・あり方の見直し

取組5 公共施設等の見直し

①長期的な市債残高の縮減に向けた発行抑制

取組6 市債発行の抑制、市債残高の縮減

①個人給付政策の再構築
②受益者負担のあり方の検討

取組4 行政サービスのあり方の転換

※今後の財政運営の指針となる『財政運営プラン』を策定中であり、内容は以下のとおりです。

（基本的な方針）

（主な取組み）

将来にわたり持続可能な財政運営を目指した
取組みを進めていく必要がある

本市財政は、依然として楽観できる状況にない
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H16～H26は当該年度末日現在の登録人口、H28,29はH28.12月末現在の登録人口
※1  満期一括償還のために既に償還財源を市債管理基金に積み立てたもの。
※2  市は地方交付税の代わりとして臨時財政対策債を発行しますが、その償還は全額国が後年度に地方交付税措置することとなっています。

　平成29年度の予算編成においては、「歳入の積極的確保」や「行政運営の効率化」などの
取組みを進めることで、約67億円の財源を確保しました。

 平成29年度の一般会計の市債発行額は758億円で、28
年度当初予算額から42億円増加しました。これは、県費
負担教職員の権限移譲に伴う影響で地方交付税等が増加
したことにより、臨時財政対策債（地方交付税の代わりと
して地方が発行する市債）が大幅に増加したものです。

　平成29年度末の満期一括積立金（※1）を除く全会計市債残高見込額から国が償還額を全額地方
交付税措置する臨時財政対策債（※2）の残高見込額を除いた額は、ピーク時の平成16年度末より
7,045億円縮減しています。
　また、その市民一人あたり市債残高見込額は、平成16年度末から約66万円減少し約119万円と
なります。

・民間活用の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  など

●将来にわたり持続可能な財政運営に向けた平成29年度における取組みは？

平成29年度財源確保額（一般財源ベース、百万円）：６，６９４

①人件費の抑制

・モーターボート競走事業収益の確保による一般会計への繰出金の増
・下水道事業会計における一般会計からの基準外繰出金の縮減　　　  など

②企業会計・特別会計における見直し

1,9901,9901,990

4747

694694

・市税収入率の向上 [H28  97.5% → H29  97.8%]
・市営住宅使用料収納率の向上　　　　　　　　　　　　　　　　　  など

・ロボスクエアの閉館
・就労支援の強化等による生活保護費の縮減
・消防ヘリコプター更新整備費に対する県補助金の確保　　　　　　　 など

①収入・収納率等の向上 879879

・未利用地等の売却・貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  など
②市有財産の有効活用  等 3,0793,079

・福岡市立病院機構からの納付金
・「福岡よかトピア国際交流財団」移転統合による補助金の減
・給食用燃料費にかかる契約の見直しによる減　　　　　　　　　　  など

③その他行政運営の効率化 1,2491,249

3,9583,9583,958

746746746

行政運営の効率化

歳入の積極的な確保

その他公共施設の見直し 等
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財政の現状と見通しは？

将来にわたり持続可能な財政運営に向けた取組みの方向性は？

将来にわたり持続可能な財政運営に向けた平成29年度における取組みは？

市政全般→予算・決算・市債・寄付等→「決算」あるいは「財政の概要」

市政情報→予算・決算・市債・寄付等→「予算」




